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1.は じめ に
本稿では、多段階損益計算と減損会計における投資の回収に関す る基本的考え方の違いを
扱っている。純利益の計算は投下資本の回収余剰の計算であるが、純利益は全ての収益に全
ての費用を..・律に対応 させることにより計算 されているのではない。純利益に至る過程には、
営業損益、営業外損益、特別損益 といった、特定の収益に特定の費用を対応 させ段階的に投
下資本 を回収す る構造がある。 これに対 し減損会計では、投資原価の全体をそこからもたら
され るキ ャッシュ ・フローの全体で回収できるか評価する構造になっている。減損会計は、
収益性が低下 し過大 となった帳簿価額を減額することにより、その後の期間の損益計算を修
正 し損益1青報の有用性を回復する会計処理 と理解することができる(//。しか し、修正する対
象である損益計算におけるn収 の考 え方 と、減損会計における回収の考え方が異なるため.
減損後の期間の損益計算が適切に修.Fされない問題(回 収可能性一体評価問題〔zi)が生 じて
いる。期間損益が段階的に計算されているということは、各段階損益に固有の意味があると
いうことで あり、多段階損益計算に意図 された投資の回収方法に従って投資の同収可能性を
評価 しなければ、損益計算を修.iF.するという減損会計の趣旨は達成 されない。
本稿の構成 は以下の通 りである。 まず2.では、段階的な損益計算がどのような特徴 を有
しているのか検討 している。次に3.では、減損会計が将来の損益計算を修正する会計処理で
あることを述べ、多段階損益計算との関係を検討している。そ して4.では、多段階損益計算
と減損会計 における投資の回収計算の考え方の違いにより発生 している回収可能性一体評価
問題 を示 し、その解決方法を述べている。最後に5.は、本稿の議論のまとめである。
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2.多段階損益計算における投資の回収
2.1多段階損益計算の特 徴
企業会計では純利益が重視 されている〔3}が、純利益 は全ての収益に全ての費用を一律に対
応 させ ることにより1段階で計算 されているのではなく、営業利益や経常利益といった段階
を経て計算 されている(Q。段階損益は有用な指標として広 く用い られてお り、 日:本証券 アナ
リス ト協会(2005)によれば、検定会員が最 も重視 している財務数値 ・財務指標はそれぞれ
営業利益 ・売..ヒ高営業利益率であり、企業の分析や投資の意思決定を行 う上で営業利益が重
視されている。 また、大 日方(2007)は、営業利益、経常利益及び純利益の3つ の段階利益
を、持続性、資本化係数及びrelevanceの観点か ら実証的に比較 し、各指標による3つ の段
階利益の序列は常に一致するわけではないことを明 らかにしている。そ して各段階利益の特
性が異なっていることは、現行の損益計算書の区分様式の1つ の合理的な根拠であるとして
いる〔5}。
減損会計は事業投資㈲に関する会計処理であるため、事業投資の観点からこの多段階損益
計算を見ると、その成果は製品の販売やサービスの提供による売 上高から売上原価 と販売費
及び一般管理費を控除 した営業損益 と、特別損益である固定資産の処分損益に表示 されてい
ると考えることができる。そ して、営業損益と資産処分損益の合計としての純利益が、事業
投資の最終の成果になる。このような多段階損益計算の特徴は、減価償却の計算構造に注目
することで.見えて くる。
償却性資産の残存価額は、通常その資巌の処分時め.見積 もり処分価額によって評価される。
そして、取得原価のうち残存価額を除いた償却可能額が、耐用年数に亘 り減価償却費 として
規則的に配分され、.残存価額は処分時まで据 え置かれる㈲。そのため、償却性 資産の処分価
額が見積 もり通 りであれば、資産処分損益はゼロになる、処分に費用がかかることもある.が.、
引当金や資産除去憤務により適切に処理すれば、処分費用は資産の取得か ら処分までの期間
に配分 されるため、やはり資産処分損益はゼロとなる。資産処分損益にゼロが期待 されるこ
とが、多段階損益計算の特徴である。
では、土地はどうであろうか。土地はその使用によって物理的用役が減少 しないと一一般的
.に考えられるため、減価償却されていない。そこで償却性資産 との関係が問題 となるが、土
地の非償却 も減価償却の枠組でとらえることができる。つまり土地については、処分が予見
可能な期間に予定 されていないか、将来の価格変動が.予想できなければ、取得原価が公正価
値であれば差 し当たってこれが見積もり処分価額 となり、償却可能額が存在 しないと考える
のである。償却性資産でも、残存価頷は処分時まで据え置かれてお り、土地 と同様に非償却
である。 とすると、土地の公正価f直以上の対価を支払って取得 した場合や、処分時の時価が
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下落 していることが分かって投資 した場合には、見積もりの正確性や操作性か ら政策的にど
うするかは別として、本来は償却する.べきこ.とになる。こ..のような考え方によれば、土地 の
非償却 も減価償却の枠内であり、 その処分損益にゼロが期待 されていると考えることがで き
る(a〕。
そして、純利益に投下資本の回収余剰が表示されるため、そこからゼロが期待 され る資産
処分損益 を除いた営業利益にも、投下資本の回収余剰の表示が期待 されることになる。資産
処分損益に事前にゼロの利益が期待 され、営.業利益に投下資本の回収余剰の表示が期待 され
ることは、継続企業を前提 とした期間損益P13iを行う上での工夫と考えることがで きる、投
資プロジェク トは長期間に亘る場合 があるが、大きな資産処分損益が発生する可能性がある
と、プロジェク トが終了 しなければ投資全体の成果を把握できない。資産処分損益がゼロで
あれば、各期の営業損益によって投資の成果を短期的に評価で きることになる(9;。多段階損
益計算には、以上のような特徴があるといえるq。)。
2.2段階損益 とのれんの曳現
事業投資は市場平均を超える成果の獲得(の れんの実現)を 期待 した投資である。 その投
資期間全体を考えると、期間を通 して投資額の全額を回収 し、投資期間の資本コス トを獲得
し、 さらに余剰である超過利益が獲得できれば投資は成功だといえる。資本コス トの獲得は
市場平均の成果であり、事前に期待 したのれんが実現 したのが超過利益であるhL.
ここで、損益計算において、償却性資産の償却可能額を費用化 した減価償却費を収益に対
応 させたり、販売 した棚卸資産や処.分した固定資産の帳簿価額を費用化 して収益に対応 させ
ることは、投資額の回収に該当す る。では、投資期間の資本 コス トはどこで把握 されるので
あろうか。投資に係る全ての損益項 目を:考慮 した純利益であると考えるのが通常であるが、
多段階損益計算を前提 とすれば、第.....・には営業損益である。2.1で述べたよ うに、資産処分
損益にはゼロが期待 され、営業損益には投.下資本の回収余剰の表示が期待 され るためである。
そして、資産処分損益にゼロが期待 され る限り、減価償却費等を同収 した営業損益が資本 コ
ス ト〔]2)を超えていれば、ひとまずその期間の活動は成功である旨,そして、 これを毎期継続す
ることができれば、投資活動は全体 として成功といえる、
このように、事前に資本コス トを:超える利益が期待でき.ることが、投...F資本の回収余剰の
意味であり、.つまり営業損益の意味だろう。なお、二 こでいう資本コ.ストとは、営業損益の
計算に影響する要素に関する投資原価のみでなく、償却性資産の残存価額や土地への投資原
価 も.含めた、事業投資全体の投資原価に対する資本コズ トである。資r処 分損益がゼロであ
ることが期待 される限 り、事業投資の成果の全てを営業損益で把握できるのである。
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3.減損会計と損益計算の修正
3.1損益 計算の修正
減損会計は、本来的には投資期.間全体を通 じた投資の回収可能性 を評価するものであ り、
帳簿価額の回収可能性 を問題 とす るものではない。このことは 『固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書』で も言及 され.ている。投資期間全体を通 じた投資の回収可能性
を評価する本来の減損は、米山(2003)によれば、予想外の環境変化によって失われた期間損
益の意味を回復する会計処理と考えることがで きる。米山(2003)の議論は次の通りであ る。
事業資産への投資は、通常市場平均 を超 える成果の獲得を期待 して行われるが、投資が常
に成功する保証はないため、資産の収益性が低下 し、投資が当初の期待通 りの成果を生 まな
いことが事後的に判明することがある。 このような投資の失敗においても、事業の継続が依
然有利 な場合があるが、そこで当初の期待に基づ く原価配分を継続すると、過去の誤った意
思決定に起因する過大な償却負担が成果を相殺tへ 事業活動から十分な利益が期待できなく
なる。しか し、投資の失敗の判明する前後で事業の継続 によるキャッシュ ・フローの獲得 を
目的としているという基本的な点で変化がないため、投資成果の把握という観点からは期間
損益 に.....一貫 した意味を与える方が良い。そこで減損会計によ妖 投資原価の うちキャ ッシ
ュ ・フローを生み出さない部分を切 り捨 て、投資の失敗の前後で期間損益の持つ意味が変わ
らないように損益計算を修正するのである。
米[..「.1(2003)では、 ここでいう期間損益の意味が何であるのかは具体的には示 されていな
いが、.これは2.2で述べた投..ド資本の回収余剰の意味で あり、事.前に資本 コス トを超える利
益が期待できることだと解される。事業 を行っていれば、常にその継続 と清算の選択肢が存
在する。そして、その事業が資.本コス トを超 えるリターンをもたらすと期待できるのであれ
ば〔13:〕、事業を継続するであろう。その事業について.、事後的に確定 した利益を資本コス トと
比較することで投資の成果 を把握で きるのである。 ところが、投資が:失敗して過大な償却負
担が生 じた場合には資本コス トを超える利益は期待で きない。事業を継続する以上は、資産
の帳簿価額を切 り下げ、事前に資本コス トを超える利益岡 が期待できるよう損益計算を修正
することが、期間損益の意味をu復 することである㈲。
また、米山(2006)によれば、投資期間全体 を通 じて資本 コス トを超 えるリターンが得 ら
れれば、そのプロジェク トには再投資が行われ、そうでなければ投資を中断するという関係
が事実上想定でき.る(16}。そのため、減損による損益計算の修正は、再投資の.予定のない投資
に関する負の成果を、再投資の予定される投資に関す る成果から切 り離すことになり、利益
情報の有用性を高めることにつながるのである。
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3.2多段 階損益計算の修正
3,ユで述べたように、減損会計の本質は損益計算の修正であり、期間損益に事前に資本 コ
ス トを超 える利益が期待できるよう修正が行われる。多段階損益計算 を前提 とした場合に問
題 となるのは、減損会計により修正する期問損益は、どの段階の損益であるかである.
事業投資の多段階損益計算は、z.で述べたよ.うに、事.前に資本 コス トを超える利益が期待
で きる営業損益 と、事前にゼロの利益が期待できる資産処分損益で構成 される。減損会計で
は事前 に資本コス トを超える利益が期待できるように期間損益を修正するのであるから、そ
こでいう期間損益とは事前に資本コス トを超える利益が期待できる損益のはずである。これ
に合致するのは営業損益であり、減損.会計は営業損益の修正を意図 していると考えることが
で きる。また、減損会計に関する既存の議論には、土地や残存価額の取 り扱いを明示的に考
慮 したものはないと思われる。このことも、減損会計は土地や残存価額に影響 されない営業
損益の修正 を意図 したものと考 えることと整合的である。 さらに、3.1で述べた再投資の有
無の観点か らは、企業が当初からのれんの実現を期待 している営業損益において資本 コス ト
を超 える利益を期待できるのであれば、再投資が行われるのではないだろうか。投資原価の
回収のみを期待 している資産処分損益において期待外の大 きな処分利益が獲得 されたとして
も、それは再投資の意思決定には結びつかないだろう〔i2。
このように、減損会計では営業損益の修正 を想定 していると考えることができる、では、
資産処分損益はどうであろうか。資産処分損益の意味は事前にゼロの利益が期待できること
であり、その限 りにおいて営業損益を資本コス トと比較することに意味がある。そうであれ
ば、事前にゼロの利益が期待 できるよう資産処分損益 を修止する減損会計がありえるだろ
うtl帥。逆に、資産処分損益にゼロの利益が期待できない状況であれば、いかに営業損益で資
本コス トに見合 う利益が期待できたところで、それだけでは投資の成否は分からないだろう。
4.では、 このような減損会計 と多段階損益計算の投資の回収の考 え方の違いに起因する、回
収可能性.....体評価問題を示 している.
4.圓収可能性一体評価問題
4.1土地 によ る回収可能性一体評価問題
収益 と費用はキャッシュ ・フローを期間配分 したものであるため、損益計算における収益
と費用の対応は.、投資原価の回収を意昧している。営業損益と資産処分損益はそれぞれ異な
る収益 と費用の対応によって計算 されており、そこで は特定の投資原価を特定のキャッシ
ュ ・フローで回収す ることが意図されている。これに対 し減損会計では、営業損益と資産処
分損益の要素 となるキャッシュ ・フローと投資原価を一一一体 として回収可能性を評価 している。
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このように多段階損益計算と減損会計における回収の考 え方が異なるために、.営業損益 と資
産処分損益の意味が回復されない回収可能性一体評価問題が発生 している。これがどのよう
な問題なのか、設例1に 数値例 を示 している。.
殼例1
A社 は、償却性資産と土地を用いて製品を製造 唄反売 している。A社 は2期 間で清算
す る と し、1期 間経過 した時点 で減損 が発生 してい るか検 討す ること とな った。A社 は
償 却性 資産 と土地 を合 わせて1つ の資産 グル ープ として いる。第1期 末の償却 性資産 の
帳簿価額 は100、土地 の帳簿価額 は50で ある。将来 キ ャッシュ ・フローは、第2期 末 に
製品 の販 売 によ り80、土地 の処 分 によ り120発生 す る。償 却性 資産 の残存 価額 は0と
し、割 引率 は.5%とす る。 また、A社 と同様 の状況 のB社 及びC社 を考 える。 ただ し、
土 地の帳簿価頷 はA社 と異 な り、 それぞれ120、200であ る。
これ ら3社 につ き1期 末 に減 損 の 判 定 を行 うと、A社 は 資産 グル ー プの 帳 簿価 額
150<回収 可能価額(使 用価値)190.5(キャ ッシュ ・フロー200÷1.05)であ り減損損 失
を計上 しないが、B社 は帳 簿価額220>回収.口JgC価額(使 用価値)190.5とな り減損損 失
を計上 し、C社 も帳簿価頷300>回収可能価 額(使 用価値)190:5とな り減損 損失 を計..ヒ
す るU9)減損 前後(第1期 末 〉 の3社 の 各資産の 帳簿価額 嫉図表1の 通 りで あ る。 そ し
て、3社 の減 損後(第2期)の 損益 計算書 は図表2の 通 りで あ る。B#tは減損 損失29,5
(帳簿価 額L20一回uupr能価額190.5)を帳簿価額 の比率(償 却 性資産=t地=5:6)に
よ り各資産 に配分 して いる。C社 も減損損失109.5(帳簿価 額300一回収 可能価額190.5)
を帳簿価額の比率(償 却性 資産=土 地=ユ12)に よ り各資産 に配分 して いる。
図表1各 資産の帳簿価額(第1期 末)
A社 B社-…rc
減損なし 減損前 下 減損後[塑 前
償却性資産 100 ioo 86.5i1{〕o
土地 50 玉20
←
104120(1
一
{(合 計1
」
150 zao isa.5[300
売k高
減価償却費⑳
営業損益
資産処分損益
純利益
図表2損 益 計算書(第2期)
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9.5
一
△20 9.5 △1〔}D
一176一
??
?
多段階損益計算と減損会計
設例1で は現行の減損会計を行っている。減損会計はその後の期間の損益計算を修正する
会計処理であるが、段階損益を32で示 したように適切に修正で きているのだろうか。まず、
A社 はそもそも減損損失が計上 されていないので修正す ら行われていない.B社 及びC社
については、営業損益は資本コ.ストに見.合う利益が期待できるよう修正するべきである。設
例iで は割引率が5%の ため、資本 コス トに見合 う正常 リター ンは減損後帳簿価額190.5×
5%の9.5であ り、営業損益に9.5が期待できればよい。 しかし、B社 の営業損益は△6.5め
赤字であり、C社 の営業損益は16.5と過大であり、 どちらも適切な修正ではない、,また、資
産処分損益はゼロの利益が期待できるよう修正すべ きであるが、2社の資産処分損益はゼロ
ではなく、適切に修正されていない。 このように、現行の減損会計では段階損益計算を適切
に修IEできていないω。
このような状態が問題であることは、直感的にも分かる。3社は同様の事業活動を行 って
いるため、営業損益は同様になるべ きとも思えるが、各社の営業損益は異なる結果となって
いる。 また、営業損益が継続 して赤字でも、A社のように減損損失すら計上 されないことも
あるのである⑳。このように計算 された営業損益は、一体何を表 しているのであろうか。
「【
、、
4.2残存価額の見直 しと回収 可能性 一体 評価 問題
4.1の設例1は 資産グループを題材 としているが、単一..の償却性資産の減損会計において
も、残存価額の.見蔽 しを行わない場合には、回収可能性一.一'体評価問題が発生する。残存価額
の見直 しは実務..t:は実質的に行われていないものと思われる。2.1で述べたように償却性 資
産の残存価額は非償却であるため.、単一の償却性資産は償却性資産である償却可能額 と非償
却性資産である残存価額が組み合わ されたもの とな り、構造は土地を含んだ資産グループと
同様である⑳。ただし、償却性資産の残存価額は、償却可能額に対 して相対的に.金額が小 さ
いこと、及び耐用年数が到来すれば処分 されるため価格変動 も累積 しにくいことから、実際
の影響は小 さい。実質的に問題 となるのは4.1で示 した土地による回収可能性一体評価問題
である(zn;。日本の上地の金額が相対的に大 きくなりやすい ことは 個 定資産の減損に係る会
計基準の適用指針』でもri及のある事実である し、土地の耐用.年数が無限に及ぶことから価
格変動の影響が大きく累積される可能性がある。特に、歴 史の長い企業は帳簿価額の小さい
土地を多数所有 しておりその含み益が多額に..f_るため(都 他2004)、回収.可能性一体評価問
題が顕在化 しやすい⑳。
償却性資産の残存価額を見1白:し、減価償却費の修正等により見直:しを営.業損益に反映 させ
る場合には、議論は畏なる。国際会計基準(IAS16)では残存価額の見直 しと減価償却費の
修正を明示的に指示 しているし、いわゆる臨時償却は この処理を包含しているとも考えられ
る。このような処理を行 う場合には、資産処分損益が実際にゼロになり期間損益が実質的に
1段 階で計算 されるため、残存価額による回収可能性一体評価問題 は発生 しない㈱。ただ
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し、残存価額の見1し を行 うことと、資産グループの土地の見直 しを行わないこととの関係
が問題となる。1AS16では、土地付建物 を購入 した際に取得原価 を各資産に配分する例 が示
されているが、残存価額の見直 しを行うことは、この例で取得後に土地と建物の時価が変化
した場合に、各資産への取得原価 の配分を事後的に修正することと同 じである。 しか し、 こ
のような処理は行われていない。また、2,1では.f.地の取得原価は見積処分価額であると想
定 したが、土地への投資原価の資本コス トを土地の値上がりで回収することを予定 した投資
もあるかもしれない,、その場.合には、事業に用いると共に値.ヒが りも期待 した投資である投
資不動産 との関係が問題になる。土地を毎期評価増 しする等の会計処理も考 えられるが、こ
のような処理も行われていない。仮に残存価額の見直:しと同様の処理 を土地にも適用するの
であれば、土地による回収可能性一体評価問題は発牛 しない。なぜ け也の見直 しが行われて
いないのか、検討する必要があるだろう。しかし、本稿ではこの問題にこれ以上は立 ち入ら
ない。43では、 さしあたって土地の見直 しを行わない ことを前提 として、回収可能性一体
評価問題を解決する方法を述べる。
4.3段階損益 に意図 された投資の回収方法
減損会計では営業損益と資産処分損益の要素となるキャッシュ ・フローと投資原価 を一体
として回収可能性 を評価 している。現行制度上は、売 上によるキャッシュ ・フロー⑳ と処分
によるキャッシュ ・フローの割引現在価値 を回収可能価額 とし、それにより償却可能額 と残
存価額や土地への投資原価の全体を回収できるか評価 し、回収で きない額が減損損.失となる。
この関係を、設例1のA社 に当てはめ、図.表3に示 した幽。設例1のA社 では、減損損失が
計.Lされなかった。それは、段階損益に意図された投資の回収方法に従って投資の回収可能
性を評価 していないためである。
投資原価
図表3現 行制度の回収可能性一体評価
ii収of能価額
{賞去μ`r主資産1QO
土 地50
isa
回収
将来CF
「
↓
1威手員‡員失0
使贋価価 isas
190.6
割引(5%)
売.ヒCF
処分CF
80
iza
200
事業投資の損益計算では、営業損益 と資産処分損益の2段 階の損益により最終の損益が計
算される.2,で述べたように、営業損益と資産処分損益の意味は異な り、それぞれ特定の費
用を特定の収益で回収することが意図 されている。
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営業損益では.、減価償却費を売..F.nと対応 させることにより、償却可能額を売上キャッシ
ュ ・フローで回収することが意図されており、さらに投資原価全体の資本コス トを超える利
益の獲得が期待 されている。このような営業損益の意味を回復するためには、償却可能額へ
の投資原価 と、売..r.から土地への投資原価に対す る資本コス ト分の利益 を除いたキャッシ
ュ ・フローを対応 させ る必要がある慨、売上によるキャッシュ ・フローから土地への投資原
価 に対する資本コス ト分の利益を除くのは、営業損益では土地への投資原価に対する資本 コ
ス トも獲得することが予定されており、この分は償却性資産の投資原価の同収に用いること
ができないためである。
また、資産処分損益では、残存価額や土地の帳簿価額が処分収益 と対応 されることから、
残存価額や ヒ地への投資原価を処分キャッシュ ・フローで回収することが意図されており、
ゼロの利益が期待 されている。このような資産処分損益の意味を回復す るためには、残存
価額や土地への投資原価 とその処分によるキャッシュ ・フローを割引前で対応 させる必要が
ある。
これらの段階損益に対応 した回収可能性評価は、まず資産処分損益の修正 を行い、その後
営業損益の修止を行う必要がある。資産処分損益の期待値がゼロであることが、営業損益 と
資本 コス トの比較が意昧を持つ前提にあるためである。この考え方を、設例 ユのA社 に当て
はめると、図表4及 び図表5の 様になる.
図表4資 産処分損益に対応 した回収可能性評価
投資原価 回収可能価額 将来CF
?
…
?
50
回収
1↓
減損損失0
処分CF12G 処 分CFl20 ...一一一..一
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割引なし
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図表4で は、土地 の処.分キ ャ ッシュ ・フローが投資原価 よ り大 きいため、減損 損失が発生
しない馴。 また、キ ャ ッシュ ・フ ローの割 引は行わ ない,資 産処 分損益 では投 資額 の回収の
みが 目的で あ り、減 損後 の期間 においてゼ ロの利益 が期待で き るよ うにす るには、割引前の
測定 が適合 す る。B社 に 当てはめた場 合 には、当初か ら資産処分 損益 の期待値 はゼロであ り、
同様 に修it三は行わ れな い。C社 に当て はめた場合 には、投 資原価200>処分 キ ャ ッシュ ・フ
a一 ユ20であ り、80の減 損損失 が発生 す る。 ここで行 ってい るの は資産 処分 損益の修 正で あ
り、減 損損失 は全額 を土地 に負担 させ る必要が ある。 その結果、C祉 の土 地は120になる。
なお、 ここでは将.来キャ ッシュ ・フロー と して土地 の処 分 キ ャ ッシュ ・フローのみ を用 い
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てお り、土地の使用によりもたらされる収益分のキャッシュ ・フローは考慮していない。こ
れは、損益計算において土地の使用によりもたらされる収益が営業損益の構成要素 となって
いるためである。土地に関連 したキャッシュ ・フローの全てで土地への投資原価を回収でき
るか評価するのではなく、資産処分損益 を修正するために、 あくまで資産処分損益の構成要
素である.土地の処分によるキャッシュ ・フローと土地への投資原価の関係を問題としている。
投資原価
図表5営 業損益に対応 した回収可能性評価
回収可能価額
償却性資産1GO
100
回収
↓
使用価値 79
74
将 来CF
売 上CF80
資本 諏ス トCF△2.5
77.5
減損損失26
図表5の 、将来 キ ャッシュ ・フローの 資本 コス トキ ャッシュ ・フロ・一の2.5は、..1:地50に
対 す る資本 コス ト5%分 のキ ャッシュ ・フ ロー を表 してい る。 これ を売上 によるキ ャ ッシュ ・
フローか ら除 いた もの で、償却性 資産の投 資原価 を回収で きるか評価 してい る。 先に述 べた
よ うに、土地の使 用 によ りもた らされ る収益 は営業損 益の構成要 素 となってお り、営業 損益
には土 地 も含め た投 資原価全 体 に対す る資本 コス トに見合 う利益 が期待 されてい る。そ こで、
将来 キ ャ ッシュ ・フローに土 地への投資原価 に対す る資本 コ.スト分の キ ャッシュ ・フロー を
考慮 し、 さらに資本 コス トによ る割引 を用 いた測定 を行い、償却性 資産へ の投資原価 に対す
る資本 コス トを考慮 して いる。そ うす るこ とに よって、減損後 の期間 において投 資原価 全体
に対 す る資本 コス トと同額 の利益 が期待 で きる よ うに なる 、減損損失 は26と なるが、 ここ
で行 ってい るの は営業 損益 の意 味 を回復す るための減 損会計 で あり.、この全額 を営業損 益計
算の修 正 とす る必要 があ る。その ため、減 損損失 は償却性 資産 に負担 さぜ3D、償却性 資産 は
74とな る。 この結果 、営 業損益は売上高s⑪ に減価償 却費74を 対応 させた6と な り、 これは
減損 後償却性 資産74と 上地50に 対す る資本 コス ト5%に 相 当す るy額 で ある。 この よ うに
回収可能性 を評価す る ことで、営業 損益の適切 な修正 が 可能 になる。
これ をB社 に当ては めた場 合 には、売 上 キ ャ ッシュ ・フロsoか ら土地120に対 す る資
本 コス ト5%分 の6を 除 いた将来 キ ャ ッシ ュ ・フロー74を 、 資本 コス ト5%で 割 り引 いた
70,5で、償却性 資産100を回収 で きるか評 価 す ることにな る。 この結 果、減 損損 失が29.5計
...ヒされ 、償却性資産 は70。5とな り、第2期 の営 業損 益 は9.5とな る.こ れ は、減 損後償却 性
資産70,5と土地120に対す る資本 コ ス ト5%分 に相 当す る金 額で あ る,、C社の場 合 も、 先 に
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資産処分損益に対応 した減損を行っているため.十地 は120になっており、営業損益の修正 は
B社 と同様になる、
なお、図表5の 営業損益に対応 した回収可能性評価は、現行制度上 も限られた場合に行わ
れる可能性がある。その場合とは、残存価額や土地の見積 もり処分価額が投資原価と等 しい
か、あるいは見積 もり処分価額として残存価額を用いる場合である幽,設例1のB社 は、土
地の見積 もり処分価額が投資原価 と等しい場合である。ただし、営業損益に対応した回収可
能性評価 をしているのであり、減損損失の全額を償却可能額に負担 させる必要がある。
5.お わ りに
本稿では多段階損益計算と減損会計における投資の回収に関する基本的考え方の違いを検
討 して きた。まず、事業投資の成果が表示 される営業損益 と資産処分損益 という段階損益の
意味を検討した。本稿での検討によれば、営業損益には、売上高により償却可能額を回収す
ることが意図され、 さらに残存価額や十地も含めた投資額全体からののれんの実現が期待 さ
れている。そ して、資産処分損益には、資産処分収益により残存価額や土地の帳簿価額を回
収す ることが意図され、ゼロの利益が期待 されている。
そ して、減損会計を期間損益の意味を回復する会計処理 と見る考え方を述べた。先に示 し
た営業損益 と資産処分損益の意味を前提 とすれば、現行の減損会計では期間損益の意味を回
復す るという減損会計の趣旨は達成 されていない。現行の減損会計では、営業損益の要素 と
なる収益及び投資原価 と、資産処分損益の要素となる収益 と投資原価を、区別せず一体とし
て回収可能性 を評価 している。このように損益計算 と減損会計での投資の回収の考え方が異
なるため、回収可能性一体評価問題が発生 している。段階損益の意味をu復 するよう適切に
損益計算を修正するためには、段階損益に意図 された投資の回収方法に従 って投資の回収可
能性 を評価 しなければならないというのが、本稿の結論である。
本稿の議論は、上地の帳簿価額の見直 しを行わない現行の多段階損益計算を前提としてい
る。土地の償却 ・再評価や他の資産との帳簿価額の移転等により営業損益 を修正する場合に
は、実質的に一段階で損益が計算され、現行の減損会計によって損益計算 を適切に修正す る
ことが可能である。なぜ土地の帳簿価額は据 え置かれるのか、 この点について 一・層の検討が
必要で ある。ただし、どのような損益計算を前提と して も、投資の失敗により期間損益の意
味が失われる場合に損益計算を適切に修正す るためには、その損益計算における投資の回収
方法に整合する回収可能性評価を行う必要がある。損益計算における投資の回収方法に整合
する回収 可能性評価を行わなければならないとい う点では、本稿の結論は上記前提に依存せ
ず、普遍性のあるものといえる。
}
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米「.1.1(2003)参照。
事業投資の期間損益of算では、営業損益と資産処分損益の2段階の損益により最終の損並が計算される
のに対し,減損会計では、営業損益の要素となる収益及び投資原価と、資産処分損益の要素となる収益
及び投資原価を、区別せずに一体として回収可能性を評価していることから.営業損益と資産処分損益
の意味が回復されない問題である。損益の意味の回復については3.1参照。同収可能性...体評価問題の
具体例は4.参照。
米山(2007)参照。
H本式の損益計算書を想定 している。
ただし、現行の区分が最善ではない可能性も指摘 している。
事業投資は、市場撃均を超える成果の獲得(のれんの実現)を期待した投資である.そ して.金 融投資
は市場平均の成果の獲得を期待 した投資である。以下では、負債を持たず、事業投資のみを行う企業を
想定して議論を進める。
残存価額の見直しについては、4.2参照。
本稿では土地の償却が行われていない現行制度上の状況を前提として議論を進める。
ただし、製造から販売までに長期間を要する棚卸資産を含む投資の成果は、必ずしも各期に把握できる
構造にはなっていない。注12も参照。
なお、 目本式の営業損益を表示 しない米国や国際会計基準においても、資産処分損益が処分対価と処分
簿価の純額で別掲さ.れており、処分対価を営業収益に、処分簿価を営業費川にそれぞれ含めた表示はな
されない。資産処分損益が日本式の営業損益項目とは異なる損益として扱われている点で、基本的に日
本の区分損益計算と同様の考え方によっているといえる。
詳しくは斎藤(2006,195-212)を参照。
営業損益と比較する資本コス トは、当期一期間のものとは限らない。複数期間に渡って獲得 した成果が
当期に認識された場4nには、その複数期間に渡る資本コ.ストと比較しなければならない。短期間で販売
される大部分の製品や進行規準の様に、投資の成果が十+x!Ul認識される投資が一般的だと考えられるが、
例えばワインのような生産から販売までに長期の熟成を要する棚卸資産の販売による営業損益は、その
長期に渡る資本コストを獲得する必要がある。いずれにしろ、投資期間の資本コス トに見合う利益か.舎
かで投資の成否を判断できる点は同様である。
正確には.代替投資の リターン(機会費用)を超えるリターンが期待される場合に継続する、
現行制度上は資本コストに等 しい利益が期待できる水準までの帳簿価額の.切りトげが行われているが、
米[II(2003)は超過利益も期待できる水準まで切り トげるべきとしている。
ところで、減損会計の本質が期間損荘の意味の回復をすることであれば、ra題となるのは非償却性資産
である。非償却性資産は、その名の通り償却されておらず、非償却性資産への投資が失敗 しても過大な
償却負担が生じることがない、そのため、期間損益の意昧がそもそも失われず、その回復のために過大
な償却負担を解消する必要がないのである、このことから、米山(LOO3)は、非償却性資産の減損の必
然性がないと指摘している。 しかし、非償却性資産と同様に売却まで時価変動の影響を期間損益から排
除している投資有価証券について、いわゆる強制評価減が行われていることから、これとの整合性を非
償却性資産の帳簿価融切り下げの弱い論拠としている。しかし、本稿の考え方によれば非償却性資産の
減損も積極的に意義付けられる,,3.2参照。
詳細は米山(2006)参照。
もちろん、事前に投資にどのような期待をしていたにしろ、事後の確定 した成果としては投資全体で資
本コス トを超える秘益を得ていることは必要である。その意味では、期待外の大きな処分損益は歓迎す
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べきものである。しかし、だからといってそれを期待 して投資をするわけではない以t:、.再投資は行わ
れないのではないだろうか。本来的な減損.会計は投資期間全体での投資の回収を問題とし、そこでは投
資時点に遡って投資の回収uJ能性を見積もり直す。事前に期待された投資の回収方法があるのであれば、
その通りに回収されるか評価する必要がある。このような事前の期待に注41する考え方には、討議資料
『財務会計の概念フレームワーク」の、「投資のリスクからの解放」概念がある。投資の回収可能性もス
クからの解放と同様に.投資への事前の期待に応 じて評価するのが妥当であろう.
UB;注15で.非償却性資席の減損の必然性がないという米1.1.1(zoos>の議論を紹介したが、この議論は期間
損益として営業損益を暗に想定 していると:考えれば、減価償却せず営業損益の計算に直接関係のない非
償却性資産に、減損の必然性がないのは当然であろう。しかし、.資産処i}損益が意味を回復する対象で
あるとすれば、非償却性資産の帳簿価額の切り下げは意味のある処理である。
〔麟 減損損失σ)認識の判定を省略しているが、ここでは本質的な問題ではない。
(zu;工場の減価償却費であれば、製造原価となり売上原価に表示 される場合や、棚卸資産となり次期以降の
期間費用となる場合もあるが、営業損益計算に反映される点は同様である。これらの点は問題の本質を
損なわない。
〔zLなお、B社 とC社 は営業損益と資産処分損益を合算した純利益が9.5になっており、資本コス トに見合
う利益になっている。これは設例の投資が第2期 で終了し、営業損益と資産処分損益の計上期間が一致
したためであり、一般的には減損後の各期間でこのような結果は得られない。本稿に示すように回収可
能性評価を行うことで、各期の営業損益に資本コス トに見合う利益が期待できるようになる。
i'etiA社は結果として土地を安く買えているのであり、減損損失がor.ヒされないことは...一見妥当に思えるか
もしれない。しかし、投資が当初の期待通りの成果をあげている訳ではなく,事業自体は失敗している
のである。注17も参照,
(--'2007年税制改正により、実務上は残存価額がなくなっていくことになるが、見積もり処分価sが ゼロで
なければ、計算.上残存価額がなくなっても.回収可能性一体評価問題は発生する。
@[固 定資産の減損に係る会計基準(減 損会ors)に おいて、資産グループは 「実務的には、管理.会計上
の区分や投資の意思決定(資産の処分や事業の廃【ヒに関する意思決定を含むo)を行う際の単位等を考
慮 してグルーピングの方法を定めることになると考えられる」とされている..有価証券報告書の注記を
兇ると、セグメント、事業所、.工場、支店、子会firといった単位を一・つの資産グループとしている例が
非常に多い。このような場n.資 産グループには例えば建物 ・機械といった償却性資産の他、非償却性
資産である十地が含まれることになる。この他に、「独立 したキャッシュ ・フロ・一を'k;み出す最小単位
によってグル 一ーピングしている」といった内容の注記が少なくない。「独立 したキャッシュ ・フP一 を
,:み出す最小単位」を具体的にどのように決定しているのかを示すのが趣旨であるから、このような企
業は注記を改める必要がある。
凶 なお、.ttmによる回収可能性二休評価問題は、上地と償却性資産を別の資産グループにすればある程度
は解消 されるが、本質的な解決にはならない。回収可能性 ・体評価問題はグルーピングの問題ではない。
現行制度上は、他の資産又は資産グループのキャッシュ ・フローから概ね独;;.したキャッシュ ・フロー
を生み出す最小の単位でグルーピングを行うこととされているが、例えば償却性資塵と土地の間で ヒ地
の使用料の授受を仮定し、これらを別の資産グループと考えることも可能である。 しかし、どのように
資産グループを分けたところで、資産グループに関するキャッシュ ・フローのうち、営業損益に反映さ
れる部分と、資産処分損益に反映されるKis分が存在する。複数の資産が 体 となってキャッシュ ・フロ
ーを生成 している事業においても、営業活動によるキャッシュ・7ローがどの個別の資産に起因するも
のか判別できなくても、資産処分活動によるキャッシュ ・フロ 一ーは明らかに営業活動によるキャッシ
ュ ・フローとは区別されて損益計算が行われているのである。木稿では,資産のグルーピングを適切に
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行 った 上 で、 資 産 グ ル ー プ に関 す る キ ャ ッ シュ ・フ ロー の う ち損 益 計 算Lの 扱 い が異 な る部分 は、 減 損
会 計.Lも分 けて扱 うべ きで あ る とい う議 論 を行 って い る。
:zs:2.1で述 べ たt地 の 償 却 も、 十 地 の 見積 処 分 価 額 が下 落 して い る場 合 に は同 様 に資産 処 分損 益 を実 際 に
ゼ ロに す る 効 果 が あ り、 その 場合 に は 回収 可 能 性...一体 評 価 問題 は 発生 しな い。 どの よ うな方 法 に しろ、
十 地 や残 存 価 額 の 帳 簿価 額 が処.分価 額 にな る よ う原 価 配 分の 修 止 を 行 え ば、 回 収可 能 性 一ra,;,〈価 問 題 は
発 生 しな く な る。 資産 除 去 債務 の計.ヒはそ の よ うな 会 計処 理 の例 で あ ろ う。 本 稿 で は 十.i地の償 却 や 再 評
価 を行 わ な い現 行 制 度 を前 提 と して議 論 を進 めて い る が、}地 の 償却 や悔 評 価 が有 用 な情 報 を提 供 す る
の で あれ ば 、 当然 に その 処理 を採 用 すべ きで あ ろ う。
剛 正確 に は売 上 に よ る キ ャ ッ シュ ・フ ロ ーで は な く、減 価 償 却 費 以外 の 費 用 を控 除 した ネ ッ トの 営 業 キ ャ
ッシ ュ ・フ ロー で あ るが 、 こ こで は設例1と 同 様 に減 価 償 却 費 以外 の費 川 が 存 在 しない 状況 を想 定 して
い る。 図 表4、 図表5も 同様 で あ る。
L28:3つの ボ ック スの 大 き さは 、 金額 の比 率 を表 して い る.ま た、 キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー をCFと 省 略 して 表
記 して い る。 図 表4.図 表5も 同様 で あ る。
(esこの よ うな処 理 は 、償 却 性 資産 へ の 投 資原 価 及 び残 存 価 額 や 土地 へ の投 資原 価 と、 売 上 に よ る キ ャ ッシ
ュ ・フ ロー 及 び 資産 処 分 損 益 が ゼ ロ とな る処 分 キ ャ ッシ ュ ・フ ロー を対 応 させ るこ と と同 じで あ る。 資
産 処 分 損 益 が ゼ ロ と な る処 分 キ ャ ッ シュ ・フ ロー を用 い るの は、 資 産 処 分 損 益 に ゼ ロが 期待 され る こ と
が 、営 業 損益 に投 資 原 価 全 体の 資 本 コス トを超 え る利 益 の 獲 得 が期 待 され る こ との 前 提 に あ る ため で あ
る。Sr売f.CF、L:土 地 簿 価 、B:償 却 性 資産 簿 価 、1=減 損 損 失、r;資 本 コ ス トとお く と、 償 却 性 資
産 の回 収 可能 価 額 と して(将 来CF80-t地 資本 コ ス ト2.5)÷i.osを用 い る場 合 は(S-rL)÷〔1+r)一
B=1と い う関 係 に な り、処 分 キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー に 十 地 簿 価 を 用 い る場 合 は(S+L>÷(1+r)一
(B+L>=1とい う関 係 に な る。 こ こで 、(S-rl;,÷(1十r)一B=1⇔(S十L)÷(1十r)一(B+1.)斎1で
あ り、 両者 は 同 値 で あ る、
130;この場 合 に は、 資 産 処 分損 益 の期 待 値 は ゼ ロ に は な っ て い な い。4.2で述 べ たt地 の 帳 簿 価 額 の 見直 し
の議 論 との関 係 も あ るが 、少 な く と も帳 簿 価額 と 見積 も り処 分価 額 が乖 離 して い る こ との開 示 は 必 要 か
も しれ な い。
;,こ こで の減 損 損 失 には 、土 地 の 収 益へ の 貢 献度 が変 化 した 影 響 も含 まれ て い る はず で あ る。 全 額 を償 却
性 資 産 に負 担 させ る の はQ妥 当で な い よ うに も思 え る か も しれ な い が 、土 地 の 貢 献 に よ る キ ャ ッシ
ュ ・フ ローが 全 て 償却 性 資,:rに起 因 す る もの で あ る と考 えて い るの で は ない.減 損 損 失 に は単 に固定 資
産 の 牛産 性 が 低 下 した 影響 だけ で は な く、 福井(2004)で指摘 され て い るよ うに人 的 資 本の 評 価 損 が 含
まれ て い た り、 川 村(2007で 指 摘 され て い る よ うに 引 当金 に計1.=すべ き営業 上 の 支 出 が含 まれ て い る
可 能性 が あ るな ど、現 行 制 度.上も必ず しも資産 自体 に起 因 す る減 損 損 失 の み が償 却 性 資 産 に負 担 させ ら
れ て い る訳 で は な い.そ こで 、本 稿 で は 土 地の 貢 献 に よる 影響 も含 め 、 営 業損 益 計 算 に 反映 され る償 却
性 資産 に負 担 させ 、営 業 損 益 を修 正 して い る。 も ち ろん 、 行 お うと して い るこ とは 営 業 損益 の 修正 で あ
り、減 損 損 失 に 対 応 した利 益 が減 損 後 の 営 業損 益 計 算 に 反 映 され るの で あれ ば 、減 損 損失 の 全 額 を償 却
性 資産 に負 担 させ な くて も良 い。 例 えば 、償 却 性 資 産 に 負担 させ るの は償 却性 資産 自体 の収 益 性 の低 ト
に よ る部 分 だ け で、土 地 の貢 献 度 の変 化 に よ る 損失 は 負債 に計 上 す る とい う方 法 も考 え られ る。 他 に も、
償却 性 資 産 の 評価 に は割 引 前 キ ャ ッシュ ・フ ロ ー を用 い 、割 引 に よ る資 本 コ ス ト分 の 減 損損 失 は負 債 に
計上 し、 償却 性 資 産 の 償却 に合 わ せて 収 益 に 計 上 して い くとい った 処理 も考 え られ る。
(az;適用指 針29項 また書 参 照 。 この 他 、29項な お 書 で は減 損 損 失 の 認 識 の判 定 に お い て 主要 な 資 産以 外 の
償却 性 資 産 の 見 積 も り処 分価 額 と して将 来 ク)帳簿 価 額 を用 い る こ と がで き ると して お り、償 却 性 資産 に
つ いそ は帳 簿価 額 を将 来 キ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー と して 用 い る 規定 が あ る。 圭地 につ い て は 帳簿 価 額 を将 来
キ ャッ シ ュ ・フ ロ ー と して用 い る規 定 は な い。 なお,注29も 参 照 。
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